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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第３四半期
連結累計期間

第６期
第３四半期
連結累計期間

第５期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2022年４月１日
至　2022年12月31日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上収益
（千円）

5,287,431 5,797,479 8,207,982

（第３四半期連結会計期間） (1,782,237) (1,994,334)  

税引前四半期利益又は税引前利益 （千円） 632,712 812,075 1,360,748

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 （千円）
538,959 557,325 1,089,574

（第３四半期連結会計期間） (231,556) (228,281)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
（千円） 538,959 557,325 1,089,574

親会社の所有者に帰属する持分 （千円） 11,693,584 12,623,157 12,244,170

総資産額 （千円） 22,148,883 22,212,377 21,837,234

基本的１株当たり四半期（当期）利益
（円）

30.28 31.12 61.08

（第３四半期連結会計期間） (12.90) (12.79)  

希薄化後１株当たり四半期（当期）利益 （円） 29.86 30.73 60.21

親会社所有者帰属持分比率 （％） 52.8 56.8 56.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,040,588 1,257,916 1,883,725

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △849,185 △698,250 △926,896

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △120,543 △917,250 △585,565

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,150,200 1,093,019 1,450,604

（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財

務諸表に基づいております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態の状況

　当第３四半期連結会計期間末における資産、負債及び資本の状況は次のとおりであります。

（資産）

　流動資産は前連結会計年度末と比較して427,638千円増加し、3,683,415千円となりました。

　流動資産の増加の主な変動要因は、契約コスト795,463千円の増加、現金及び現金同等物357,585千円の減少等に

よるものです。

　非流動資産は前連結会計年度末と比較して52,495千円減少し、18,528,962千円となりました。

　非流動資産の減少の主な変動要因は、使用権資産186,257千円の減少、無形資産158,566千円の増加等によるもの

です。

　この結果、資産は前連結会計年度末に比べ375,143千円増加し、22,212,377千円となりました。

 

（負債）

　流動負債は前連結会計年度末と比較して503,934千円増加し、4,015,728千円となりました。

　流動負債の増加の主な変動要因は、営業債務及びその他の債務189,863千円、契約負債757,830千円の増加、未払

法人所得税等306,593千円、その他の流動負債94,997千円の減少等によるものです。

　非流動負債は前連結会計年度末と比較して507,779千円減少し、5,573,491千円となりました。

　非流動負債の減少の主な変動要因は、借入金346,331千円、リース負債161,685千円の減少等によるものです。

　この結果、負債は前連結会計年度末と比較して3,844千円減少し、9,589,220千円となりました。

 

（資本）

　資本は、前連結会計年度末と比較して378,987千円増加し、12,623,157千円となりました。

　資本の増加の主な変動要因は、利益剰余金467,505千円の増加、自己株式取得に伴う99,996千円の減少等による

ものです。

 

(2）経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における日本経済は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための行動制限が緩和さ

れたことにより、個人消費は回復基調が続きました。一方で、長期化するウクライナ情勢に伴うエネルギー価格の

高騰、急激な円高の進行、更にインフレの加速等により不透明な状況が続いています。

　当社グループの事業領域である給与計算アウトソーシング業界は、各企業がDX（デジタルトランスフォーメー

ション）対策、人的資本開示への対応、法改正対応といったコア業務に特化させるための施策が注目されており、

これらに加えBCP対策に関する意識の高まり等から、大企業を中心とした多くの企業が給与計算のアウトソーシン

グを検討し、需要は堅調に推移しています。

　このような状況の中、当社グループは営業案件に対するリードナーチャリング（※１）により、顧客との継続的

なコミュニケーションを通じて、適切なタイミングでのアプローチを展開しています。

　当第３四半期累計期間における経営成績の概況は以下のとおりです。

　売上収益は、第１四半期に新規大型案件が稼動したこと、第２四半期以降においても新規顧客の稼動を継続でき

たこと、既存顧客の給与計算処理人数が増加したことに加え、更に、働き方改革に伴う給与計算ロジックの変更に

よる売上の増加により、前年同期を上回りました。

　利益面では、新人事制度における人件費の増加、第１四半期に実施した上場記念株主優待費用とそれに付随する

費用に加え、株式上場後初となる定時株主総会開催費用等によりコストが増加したものの、その他コストの抑制お

よび増収効果により、営業利益は前年同期を上回りました。

　親会社の所有者に帰属する四半期利益は、2022年３月期における税効果会計の影響（※２）の反動により、前年

同期比で下回りましたが、税効果会計の影響を除いた実質的な四半期利益は増加となりました。

　なお、当会計基準による影響は当期業績予想に織込まれており、当初の想定どおり進捗する見込みです。

　以上の結果、売上収益5,797,479千円（前年同期比9.6％増）、営業利益851,897千円（前年同期比26.3％増）、

税引前四半期利益812,075千円（前年同期比28.3％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益557,325千円（前年

同期比3.4％増）となりました。
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　例年第４四半期に計上する年末調整補助業務の売上収益は、約11億円を業績予想に織込んでいます。その内、３

億円強が単独年末調整補助業務（※３）であり、2022年12月末時点での受注状況から概ね想定どおりとなる見込み

です。

　また、本年の年末調整補助業務においては、2021年７月に稼動した高松BPOセンターの最大稼動および稼動２年

目における生産性の向上を見込んでいます。

（※１）潜在的なニーズを持つ見込み顧客（リード）の購買意欲を高め、将来的な受注につなげていく手法。

（※２）2022年３月期は、株式上場に際して行われた公募増資により資本金が増加したことに伴い、外形標準課税

が適用されたため、税率変更により繰延税金負債の取り崩しが生じ法人所得税費用が減少。このため、

2022年３月期の四半期利益が１億円強増加した影響。

（※３）給与計算を受託していない企業に対して、年末調整補助業務だけを提供するサービスであり、利益面の貢

献だけでなく、フルスコープ型給与計算の受託リード案件に繋げる施策。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ357,585千円減少し、

1,093,019千円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果の収入は1,257,916千円（前年同期は1,040,588千円の収入）となりました。

　主な要因は税引前四半期利益812,075千円、減価償却費及び償却費923,674千円等のプラス要因が、契約コストの

増加額795,463千円、法人所得税の支払額540,261千円等のマイナス要因を上回ったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は698,250千円（前年同期849,185千円の支出）となりました。

　主な要因は、無形資産の取得による支出690,523千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は917,250千円（前年同期は120,543千円の支出）となりました。

　主な要因は、長期借入金の返済による支出350,000千円、リース負債の返済による支出386,383千円、配当金の支

払額89,498千円、自己株式の取得による支出100,727千円によるものであります。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

(7）研究開発活動

該当事項はありません。

 

(8）経営成績に重要な影響を与える要因

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありま

せん。
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(9）資本の財源及び資金の流動性についての分析

①資本の財源

　当社グループは、設備投資や運転資金のために、最適な資金確保と流動性の保持及び健全な財政状態を維持

することを財務方針としております。

　資金の流動性については、現金及び現金同等物に加え、金融機関とコミットメントライン契約を締結してお

り、成長を維持するために必要とされる十分な流動性を確保していると考えております。

 

②資金の流動性

　資金の流動性については、「(3) キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,000,000

計 65,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2022年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2023年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,987,700 17,987,700
東京証券取引所

（グロース）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。なお、

単元株式数は100株

となっております。

計 17,987,700 17,987,700 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2023年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年10月１日～

2022年12月31日
23,500 17,987,700 5,992 395,700 5,992 295,700

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ペイロール(E35482)

四半期報告書

 6/25



（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2022年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 122,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,837,300 178,373

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。な

お、単元株式数は100株

となっております。

単元未満株式 普通株式 4,000 － －

発行済株式総数  17,964,200 － －

総株主の議決権  － 178,373 －

（注） 「単元未満株式」の欄には、自己株式99株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ペイロール
東京都江東区有明

三丁目５番７号
122,900 － 122,900 0.68

計 － 122,900 － 122,900 0.68

（注）上記に単元未満株式の買取請求に伴い取得した当社保有の単元未満株式99株は含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年10月１日から2022

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年12月31日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

    （単位：千円）

 注記
前連結会計年度

（2022年３月31日）
 

当第３四半期連結会計期間
（2022年12月31日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  1,450,604  1,093,019

営業債権  615,600  566,361

契約コスト  992,207  1,787,670

その他の金融資産 10 9,745  9,727

その他の流動資産  187,619  226,637

流動資産合計  3,255,777  3,683,415

非流動資産     

有形固定資産  490,103  474,730

使用権資産  1,209,755  1,023,498

のれん  11,015,117  11,015,117

無形資産  5,465,181  5,623,747

その他の金融資産 10 385,253  378,452

その他の非流動資産  16,045  13,415

非流動資産合計  18,581,457  18,528,962

資産合計  21,837,234  22,212,377

     

負債及び資本     

負債     

流動負債     

借入金 10 692,410  693,917

リース負債  465,796  422,120

営業債務及びその他の債務  371,185  561,048

未払法人所得税等  372,589  65,996

契約負債  1,057,551  1,815,381

その他の流動負債  552,261  457,264

流動負債合計  3,511,794  4,015,728

非流動負債     

借入金 10 4,341,578  3,995,247

リース負債  807,568  645,883

引当金  156,132  156,369

繰延税金負債  775,991  775,991

非流動負債合計  6,081,270  5,573,491

負債合計  9,593,064  9,589,220

資本     

資本金 ７ 390,872  398,029

資本剰余金 ７ 8,175,085  8,179,406

利益剰余金  3,678,314  4,145,819

自己株式 ７ △101  △100,097

親会社の所有者に帰属する持分合計  12,244,170  12,623,157

資本合計  12,244,170  12,623,157

負債及び資本合計  21,837,234  22,212,377
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間

(自2021年４月１日
　至2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結累計期間

(自2022年４月１日
　至2022年12月31日)

売上収益 ９ 5,287,431  5,797,479

売上原価  △3,908,022  △4,053,946

売上総利益  1,379,409  1,743,533

販売費及び一般管理費  △903,237  △952,383

その他の収益  199,980  60,807

その他の費用  △1,497  △58

営業利益  674,654  851,897

金融収益  5,059  1,367

金融費用  △47,001  △41,189

税引前四半期利益  632,712  812,075

法人所得税費用  △93,752  △254,749

四半期利益  538,959  557,325

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  538,959  557,325

四半期利益  538,959  557,325

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 11 30.28  31.12

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 11 29.86  30.73
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【第３四半期連結会計期間】

    （単位：千円）

 注記
 前第３四半期連結会計期間

(自2021年10月１日
　至2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結会計期間

(自2022年10月１日
　至2022年12月31日)

売上収益  1,782,237  1,994,334

売上原価  △1,250,473  △1,352,046

売上総利益  531,763  642,287

販売費及び一般管理費  △309,607  △328,225

その他の収益  127,910  30,687

その他の費用  △13  △24

営業利益  350,053  344,724

金融収益  420  455

金融費用  △14,856  △12,553

税引前四半期利益  335,616  332,626

法人所得税費用  △104,060  △104,345

四半期利益  231,556  228,281

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  231,556  228,281

四半期利益  231,556  228,281

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 11 12.90  12.79

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 11 12.72  12.68
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間

(自2021年４月１日
　至2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結累計期間

(自2022年４月１日
　至2022年12月31日)

四半期利益  538,959  557,325

その他の包括利益  －  －

四半期包括利益  538,959  557,325

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  538,959  557,325

四半期包括利益  538,959  557,325
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【第３四半期連結会計期間】

    （単位：千円）

 注記
 前第３四半期連結会計期間

(自2021年10月１日
　至2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結会計期間

(自2022年10月１日
　至2022年12月31日)

四半期利益  231,556  228,281

その他の包括利益  －  －

四半期包括利益  231,556  228,281

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  231,556  228,281

四半期包括利益  231,556  228,281
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

 

          （単位：千円）

  親会社の所有者に帰属する持分  
資本合計

 注記 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式  

2021年４月１日時点の残高  100,000  7,899,024  2,588,739 －  10,587,764

四半期利益  －  －  538,959 －  538,959

その他の包括利益  －  －  － －  －

四半期包括利益合計  －  －  538,959 －  538,959

新株の発行 ７ 290,872  276,060  － －  566,933

自己株式の取得 ７ －  －  － △72  △72

所有者との取引額合計  290,872  276,060  － △72  566,860

2021年12月31日時点の残高  390,872  8,175,085  3,127,699 △72  11,693,584

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

 

          （単位：千円）

  親会社の所有者に帰属する持分  
資本合計

 注記 資本金  資本剰余金  利益剰余金  自己株式  

2022年４月１日時点の残高  390,872  8,175,085  3,678,314 △101  12,244,170

四半期利益  －  －  557,325 －  557,325

その他の包括利益  －  －  － －  －

四半期包括利益合計  －  －  557,325 －  557,325

新株の発行 ７ 7,157  4,827  － －  11,985

配当金 ８ －  －  △89,820 －  △89,820

自己株式の取得 ７ －  △507  － △99,995  △100,503

所有者との取引額合計  7,157  4,320  △89,820 △99,995  △178,338

2022年12月31日時点の残高  398,029  8,179,406  4,145,819 △100,097  12,623,157
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円）

 注記
 前第３四半期連結累計期間

(自2021年４月１日
　至2021年12月31日)

 
 当第３四半期連結累計期間

(自2022年４月１日
　至2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  632,712  812,075

その他の収益  △127,806  －

減価償却費及び償却費  855,205  923,674

金融収益  △5,059  △1,367

金融費用  47,001  41,189

営業債権の増減額（△は増加）  △34,521  49,239

契約コストの増減額（△は増加）  △635,959  △795,463

営業債務及びその他の債務の増減額（△は

減少）
 93,392  177,623

契約負債の増減額(△は減少)  738,400  757,829

その他の資産の増減額（△は増加）  △54,237  △36,387

その他の負債の増減額（△は減少）  △62,019  △96,564

その他  1,333  △843

小計  1,448,442  1,831,006

利息の受取額  5  6

利息の支払額  △36,690  △32,834

法人所得税の支払額  △371,169  △540,261

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,040,588  1,257,916

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △370,512  △15,016

無形資産の取得による支出  △487,031  △690,523

無形資産の売却による収入  －  8,909

敷金及び保証金の差入による支出  △25,977  △120

敷金及び保証金の回収による収入  57,966  －

資産除去債務の履行による支出  △22,880  －

その他  △750  △1,500

投資活動によるキャッシュ・フロー  △849,185  △698,250

財務活動によるキャッシュ・フロー     

株式の発行による収入 ７ 561,640  11,985

長期借入金の返済による支出  △350,000  △350,000

リース負債の返済による支出  △329,484  △386,383

配当金の支払額 ８ －  △89,498

自己株式の取得による支出 ２ △72  △100,727

金融手数料の支払による支出  △2,626  △2,626

財務活動によるキャッシュ・フロー  △120,543  △917,250

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  70,859  △357,585

現金及び現金同等物の期首残高  1,079,340  1,450,604

現金及び現金同等物の四半期末残高  1,150,200  1,093,019
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ペイロール（以下、「当社」という。）は日本に所在する企業であります。登記している本店は、東

京都江東区有明に所在しております。当社の2022年12月31日に終了する９ヶ月間の要約四半期連結財務諸表は、

当社及びその子会社（以下、「当社グループ」という。）により構成されています。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことか

ら、同第93条の規定により、IAS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。

　なお、要約四半期連結財務諸表は、年度の連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないた

め、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約四半期連結財務諸表は、2023年２月13日に取締役会によって承認されております。

 

(2）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価

を基礎として作成しております。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、千円未満

を切り捨てて表示しております。

 

(4）表示方法の変更

（要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた

「自己株式の取得による支出」は、金額的重要性が増したため、当第３四半期連結累計期間より独立掲記する

こととしました。この表示方法の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結財務諸

表の組替えを行っております。

　この結果、前第３四半期連結累計期間の要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書において、「財務活動に

よるキャッシュ・フロー」の「その他」に表示していた△72千円は、「自己株式の取得による支出」△72千円

として組み替えております。

 

３．重要な会計方針

　当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、以下を除き、前連結会計年度

に係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。

基準書 基準名
強制適用時期

(以降開始年度)

当社グループ

適用年度
新設・改訂の概要

IFRS第９号 金融商品 2022年１月１日 2023年３月期
金融負債の認識の中止に関する10％テスト

に含めるべき手数料及びコストの明確化

IAS第37号
引当金、偶発負債

及び偶発資産
2022年１月１日 2023年３月期

契約が損失を生じるものであるかどうかを

評価する際に企業がどのコストを含めるべ

きかを規定

IFRS第３号 企業結合 2022年１月１日 2023年３月期
IFRS第３号における「財務報告に関する概

念フレームワーク」への参照を更新

IAS第16号 有形固定資産 2022年１月１日 2023年３月期

有形固定資産を意図した方法で稼働可能な

状態にする間に生産した物品の販売による

収入を有形固定資産の取得原価から控除す

ることを禁止

　上記基準書の適用による要約四半期連結財務諸表に与える重要な影響はありません。
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４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額

に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これらの見

積りとは異なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを

変更した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度の連結財務諸表と

同様であります。

　新型コロナウイルス感染症の影響につきましては、一部の新規の顧客について稼動開始時期が遅れる見込みと

なるなど、限定的ではありますが影響が出ております。これらの事業のマイナスの影響については1年以内に収

束されるとの仮定を置き、現在入手可能な情報に基づき会計上の見積りを行いましたがその見積りに重要な変更

はございません。

　なお、新型コロナウイルス感染症の収束時期等の見積りには不確実性を伴うため、実際の結果はこれらの仮定

と異なる場合があります。

 

５．事業の季節性

　当社グループは、給与計算サービスの一つとして、年末調整補助業務を提供しており、第４四半期連結会計期

間の売上収益が他の四半期連結会計期間と比較して多くなる傾向にあります。

 

６．セグメント情報

　当社グループは、BPO事業の単一セグメントとなるため、事業分野ごとの収益、損益及びその他項目の記載を

省略しております。
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７．資本及びその他の資本項目

　（1） 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数及び発行済株式総数の増減は、以下のとおりであります。

（単位：株）

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

授権株式数   

普通株式 65,000,000 65,000,000

発行済株式総数   

期首残高 17,478,100 17,964,200

期中増加（注）２、３ 486,100 23,500

期中減少 － －

四半期末残高 17,964,200 17,987,700

（注）１．当社の発行する株式は、すべて権利内容に何ら制限のない無額面の普通株式であり、発行済株

式は全額払込済となっております。

２．当社は、2021年６月22日に東京証券取引所マザーズ市場に上場いたしました。上場にあたり、

428,000株の新株を発行し、資本金が274,647千円、資本剰余金が268,026千円それぞれ増加し

ております。

３．新株予約権の行使による増加であります。

 

（2） 自己株式

自己株式数の増減は、以下のとおりであります。

（単位：株）

 前第３四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年12月31日）

自己株式数   

期首残高 － 99

期中増減（注）１、２ 67 122,900

四半期末残高 67 122,999

（注）１．前第３四半期連結累計期間の期中増加は、単元未満株式の買取請求による取得であります。

２．当第３四半期連結累計期間の期中増加は、2022年８月12日開催の取締役会決議に基づく自己株

式の取得による増加であります。

 

８．配当金

配当金の支払額は以下のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

決議 株式の種類
配当金の総額 １株当たり配当額

基準日 効力発生日
（千円） （円）

2022年５月12日

取締役会
普通株式 89,820 5.00 2022年３月31日 2022年６月９日
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９．売上収益

　収益の分解

顧客との契約から認識した収益

（単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

顧客との契約から認識した収益   

給与計算関連サービス 5,279,839 5,784,843

年末調整補助業務 7,592 12,636

合計 5,287,431 5,797,479

 

（1）給与計算関連サービス

　給与計算関連サービスについては、年末調整補助業務を除く給与計算サービス、福利厚生窓口サービ

ス、MPS（直接対応サービス）、その他サービス、データ連携サービス、マイナンバー管理サービスを提

供しております。当該サービスは契約に基づき、サービス内容や当事者間の権利と義務が定められてお

り、当社グループは契約に基づき顧客に対し契約期間に渡り、給与計算関連サービスを提供する義務を

負っております。当該履行義務は、契約期間に渡り顧客に対し契約に基づく給与計算関連サービスを提

供することにより充足されるものであり、収益は当該履行義務が充足される契約期間において、契約に

定められた金額に基づき、各月の収益として計上しております。なお、当該対価の支払いは、各月にお

ける履行義務の充足後、支払区分に基づいた請求締切日から概ね１ケ月以内に受領しており、また初期

導入に係る対価等については、契約時から履行義務の充足までの期間に前受けする形で受領しておりま

す。

 

（2）年末調整補助業務

　年末調整補助業務については、給与計算サービスの一環として年末調整補助業務を提供しておりま

す。当該サービスは契約に基づき、サービス内容や当事者間の権利と義務が定められており、当社グ

ループは契約に基づき顧客に対し対象年度に係る年末調整補助業務を提供する義務を負っております。

当該履行義務は、対象年度に係る年末調整補助業務の完了時点で充足されるものであり、収益は当該履

行義務が充足される時点で、契約に定められた金額に基づき、収益として計上しております。なお、当

該対価の支払いは、契約時から履行義務の充足までの期間に前受けする形で受領しております。
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１０．金融商品の公正価値

　金融商品の帳簿価額と公正価値は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 

前連結会計年度

（2022年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（2022年12月31日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

償却原価で測定される金融資産     

その他の金融資産 394,999 392,931 388,179 374,278

償却原価で測定される金融負債     

借入金 5,033,988 5,033,914 4,689,164 4,689,143

 

　公正価値の測定方法

現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他の債務については、短期間で決済されるものであ

るため、帳簿価額が公正価値に近似しております。

 

金融資産及び金融負債の公正価値は、以下のとおり決定しております。金融商品の公正価値の見積りに

おいて、市場価格が入手できる場合は、市場価格を用いております。市場価格が入手できない金融商品の

公正価値に関しては、将来キャッシュ・フローを割り引く方法、又はその他の適切な評価方法により見

積っております。

 

（1） その他の金融資産

敷金及び保証金は、償還予定時期の将来キャッシュ・フローを、満期までの期間及び信用リスクを

加味した利率により割り引いた現在価値に基づいて算定しております。

長期貸付金は、回収期間にわたる将来キャッシュ・フローを、満期までの期間及び信用リスクを加

味した利率により割り引いた現在価値に基づいて算定しております。

長期未収入金は、回収期間にわたる将来キャッシュ・フローを、満期までの期間及び信用リスクを

加味した利率により割り引いた現在価値に基づいて算定しております。

（2） 借入金

長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値に基づいて算定しております。
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１１．１株当たり情報

　基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

第３四半期連結累計期間

 

前第３四半期連結累計期間

（自 2021年４月１日

　　至 2021年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自 2022年４月１日

　　至 2022年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益

（千円）
538,959 557,325

親会社の普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ －

基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株

当たり四半期利益の計算に用いられた四半期利

益（千円）

538,959 557,325

基本的加重平均普通株式数（株） 17,798,150 17,909,877

　ストックオプションによる増加（株） 251,303 224,803

希薄化後普通株式の期中平均株式数（株） 18,049,453 18,134,680

基本的１株当たり四半期利益（円） 30.28 31.12

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 29.86 30.73

 

第３四半期連結会計期間

 

前第３四半期連結会計期間

（自 2021年10月１日

　　至 2021年12月31日）

当第３四半期連結会計期間

（自 2022年10月１日

　　至 2022年12月31日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益

（千円）
231,556 228,281

親会社の普通株主に帰属しない金額

（千円）
－ －

基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株

当たり四半期利益の計算に用いられた四半期利

益（千円）

231,556 228,281

基本的加重平均普通株式数（株） 17,948,170 17,851,418

　ストックオプションによる増加（株） 257,439 150,575

希薄化後普通株式の期中平均株式数（株） 18,205,610 18,001,993

基本的１株当たり四半期利益（円） 12.90 12.79

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 12.72 12.68

 

１２．後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年２月13日

株式会社ペイロール

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗栖　孝彰

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伏木　貞彦

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ペイロールの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（2022年10月１日から2022年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022

年12月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四

半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財

務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財

務報告」に準拠して、株式会社ペイロール及び連結子会社の2022年12月31日現在の財政状態、同日を

もって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結

累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点にお

いて認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の

四半期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に

関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の

責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財

務諸表を作成することが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項

に基づき、継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表におい

て、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる

事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ

る場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約四半

期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正

に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証

拠を入手する。監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に

関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー

上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽

減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ

き利害関係はない。

以　上

 
  
　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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